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テレワークではモチベー

ション低下対策を 

 

◆テレワーク実施前後のモ

チベーション変化 

 昨今急速に普及したテレ

ワークですが、働く人々のモ

チベーションにはどのよう

な影響があるのでしょうか。

株式会社リクルートキャリ

アは、コロナ禍でテレワーク

をするようになった就業者

2,272 名に、仕事に関するア

ンケートを実施しました。現

在もテレワークを実施して

いる人に働くモチベーショ

ンについて聞いたところ、テ

レワーク実施前では「やや低

い」「非常に低い」の回答は

14.1％であるのに対して、テ

レワーク実施後の同指標は

22.5％（8.4pt 増）でした。

つまり、テレワークによって

モチベーションが低下した

人が増えているのです。 

 

◆モチベーションを左右す

る要素 

 社会組織心理学の第一人

者であるハックマンは、取り

組むべき仕事が次の５つの

要素をどの程度満たしてい

るかによって、人々のモチベ

ーションが左右されるとし

ています。 

 ① 求められるスキルの

多様性 

 ② 仕事の全体感の把握 

 ③ 仕事の重要性の実感 

 ④ 仕事の進め方の裁量 

 ⑤ 上司や同僚からのフ

ィードバック 

 この５つのうち、テレワー

クによって影響を受けたと

感じた人が多かったのが、②

仕事の全体感の把握（テレワ

ーク実施前後で 20pt 減）、

③仕事の重要性の実感（同

13.2pt 減）、⑤上司や同僚か

らのフィードバック（同

15.6pt 減）でした。 

 

◆普段以上にコミュニケー

ションを！ 

 テレワークによるモチベ

ーション低下を防ぐには、上

記②③⑤に働きかけること

が有効だと考えられます。ア

ンケートのフリーコメント

からは、テレワークにより上

司や同僚とのコミュニケー

ションが減少したことによ

って、これらの度合いが低く

なったと感じている様子が

読み取れます。つまり、テレ

ワークでは、普段以上に上司

や部下、同僚間のコミュニケ

ーションを密に行うこと、職

場の全員がそれを心掛ける

ことが必要です。テレワーク

を“導入して終わり”にする

のではなく、コミュニケーシ

ョンをとりやすくするため

の施策（オンラインツールの

活用、１on１の実施等）を行

うことが成功の鍵といえる

でしょう。 

 

【株式会社リクルートキャ

リア「新型コロナウイルス禍

における働く個人の意識調

査」】 

https://www.recruitcareer

.co.jp/news/20201222_02yg

a8m.pdf 

 

令和２年「高齢者の雇用

状況」～厚生労働省調査

より～ 

 

◆ほぼ 100％の企業が「高年

齢者雇用確保措置」を講じる 

厚生労働省は、高年齢者を



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

65 歳まで雇用するための「高

年齢者雇用確保措置」の実施

状況などを集計した「令和２

年「高年齢者の雇用状況」」

（６月１日現在）を公表しま

した。 

同調査は、従業員 31 人以上

の企業164,033社の状況をま

とめたもので、これによると

「定年制の廃止」や「定年の

引上げ」、「継続雇用制度の

導入」のいずれかの措置（高

年齢者雇用確保措置）のある

企業は164,033社、99.9％（前

年同比 0.1 ポイント増）でし

た。 

 

◆定年の引上げ、65 歳定年企

業が増加 

 「高年齢者雇用確保措置」

の実施の内訳は以下のとお

りです。 

・「定年制の廃止」……4,468

社、2.7％（変動なし） 

・「定年の引上げ」……34,213

社、20.9％（同 1.5 ポ イン

ト増） 

・「継続雇用制度の導入」…

…125,352社、76.4％ （同1.5

ポイント減） 

 定年制度により雇用確保

措置を講じるよりも、継続雇

用制度の導入によって雇用

確保措置を講じている企業

が多いのがわかります。ま

た、65 歳定年企業は 30,250

社、18.4％（同 1.2 ポイント

増）となっており、大企業、

中小企業ともに増加してい

ます。 

 

 

◆４月から70歳までの就業

機会確保が努力義務に 

 同調査では、66 歳以上働

ける制度のある企業は、

54,802 社、33.4％（同 2.6

ポイント増）、また、70 歳

以上働ける制度のある企業

も、51,633 社、31.5％（同

2.6 ポイント増加）となって

います。 

４月１日からは高年齢者

雇用安定法の改正により、

70 歳までの就業機会の確保

が企業の努力義務となりま

す。また、2025 年４月には、

全企業に65歳までの雇用確

保が義務付けられます。今

後は、66 歳以上の従業員が

安心して働くことができる

よう社内制度を整備し、高

齢者雇用にも取り組んでい

くことが必要となるでしょ

う。 

【厚生労働省「令和２年「高

年齢者の雇用状況」集計結

果」】 

https://www.mhlw.go.jp/c

ontent/11703000/00071504

8.pdf 

 

 

2 月の税務と労務の手続

期限［提出先・納付先］ 

1 日 

○ 贈与税の申告受付開始

＜３月１５日まで＞［税

務署］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格

～当事務所より一言～ 

 

取得届の提出＜前月以

降に採用した労働者が

いる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

16 日 

○ 所得税の確定申告受付

開始＜３月１５日まで

＞［税務署］ 

※なお、還付申告につい

ては２月１５日以前で

も受付可能。 

3 月 1 日 

○ じん肺健康管理実施状

況報告の提出［労働基準

監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報

告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者

でない場合）＜雇入れ・

離職の翌月末日＞［公共

職業安定所］ 

○ 固定資産税・都市計画税

の納付＜第４期＞［郵便

局または銀行］ 

※都・市町村によっては

異なる月の場合がある。 


